
    第９ 次静岡県保健医療計画の策定体制

＜各種専門家会議の実施＞
・6疾病5事業等、各専門分野を協議
 ○県がん対策推進協議会
 ○県循環器病対策推進協議会
 ○県救急・災害医療対策協議会
 ○（仮称）感染症対策連絡協議会
 ○看護職員確保対策連絡協議会 等

医療計画
策定作業
部会

計画案
全体の協議

医療
審議会

計画案全体の
協議、承認

地域包括ケア推進
ネットワーク会議

○認知症施策推進部会
○地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ推進部会
○社会福祉施設等感染症対策推進部会

地域包括ケア推進
ネットワーク会議（８圏域）

<

医
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<
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祉>

<

介
護>

連携

連携

＜委員 11人＞
審議会委員及び専
門委員で構成

＜委員30人＞
医師、⻭科医師、
薬剤師、受療者、
学識経験者で構成圏域計画案への意⾒・調整

分野別計
画案への
意⾒・調整

分野別計画案への意⾒・調整

計画案
への意⾒
・調整

分野別
計画案
への意⾒
・調整

＜各圏域会議の実施＞
・圏域計画、地域医療構想等を協議

 

※【８圏域・区域】賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、
         静岡、志太榛原、中東遠、⻄部
※「駿東田方」区域の調整会議については、「駿東」、
 「三島田方」に分割して設置

地域医療構想調整会議（８区域・９会議）

地域医療協議会（８圏域・８会議）

医療
対策
協議会

地域医療構想
及び

医療従事者確保

医療従事者確保
に関すること

資料１
令和５年６月27日

第１回静岡県救急・災害医療
対策協議会資料

区分
令和

４ 年度 

令和５ 年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

県
全
体

 医療審議会
第２ 回
(3/27)

   

 

 
 第１ 回

【 骨子】
（ 8/30）

     
 第２ 回

【 素案】
（ 12/22）

   
第３ 回

【 最終】
(3/26)

 保健医療計画
 策定作業部会

第１ 回
(12/1)

第１ 回
（ 5/24)

 第２ 回
【 骨子】
（ 8/9）

 第３ 回
【 素案】
（ 12/6）

第４ 回
【 最終】
(3/12)

 医療対策協議会
 ※地域医療構想、 医療従  

事者確保を協議

第３ 回
(3/14) 

 第１ 回
【 骨子】
（ 7/12）

第２ 回
【 素案】

（ 11/21）

第３ 回
【 最終】
（ 2/29）

各
圏
域

 地域医療協議会
第１ 回

【 骨子】
第２ 回

【 素案】
第３ 回

【 最終】
 地域医療構想
 調整会議

県救急・ 災害医療対策協議会
（ 各専門家会議）

 第１ 回
【 骨子】
（ 6/27）

 第２ 回
【 素案】

（ 10/25）

 第３ 回
【 最終】
（ 2/15）

事
務
局

 本庁関係各課                        

 各保健所                        

策
定
指
針
の
提
示
（
厚
労
省
）

次
期
医
療
計
画
（
骨
子
案
）

次
期
医
療
計
画
（
素
案
）

次
期
医
療
計
画
（
最
終
案
）

2次医療圏・構想区域

基準病床数

在院患者調査

圏域別計画の作成 圏域版（素案）作成

計画（素案）作成

圏域版（最終案）

計画（最終案）作成

パブコメ

関係団体
意見聴取

第９ 次静岡県保健医療計画の策定スケジュ ール（ 案）

・国指針の確認
・医療圏の設定　
・計画記載項目等
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  国が示す「救急医療の体制構築に係る指針」への対応

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に
係る指針（令和５年３⽉３１⽇）

○救急医療の体制構築に係る指針
○災害時における医療体制の構築に係る指針
○新興感染症発⽣・まん延時における医療体制
 の構築に係る指針
○へき地の医療体制構築に係る指針
○周産期医療の体制構築に係る指針
○⼩児医療の体制構築に係る指針

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築
に係る指針（令和２年４⽉１３⽇）

○救急医療の体制構築に係る指針
○災害時における医療体制の構築に係る指針
○へき地の医療体制構築に係る指針
○周産期医療の体制構築に係る指針
○⼩児医療の体制構築に係る指針

第８次静岡県保健医療計画＜中間⾒直し＞
（令和４年３⽉）

○救急医療
○災害時における医療
○へき地の医療
○周産期医療
○⼩児医療（⼩児救急医療を含む）

第９次静岡県保健医療計画＜次期計画＞
（令和６年３⽉）

○救急医療
○災害時における医療
○新興感染症発⽣・まん延時における医療
○へき地の医療
○周産期医療
○⼩児医療（⼩児救急医療を含む）

8次医療計画等に
関する検討会

意⾒のとりまとめ
（令和４年12⽉28⽇）

① 国の指針を勘案
② ①以外の本県の課題、
  施策の方向性
③ その他（時点更新等）

＜有識者会議等で審議＞
・医療審議会
・医療計画策定作業部会
・医療対策協議会
・各分野別協議会
 （救急・災害医療対策協議会など）
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【救急医療】

第２回救急・災害医療対策協議会（令和５年10月25日）

ＮＯ 委員意見 対応方針

1

救急医療の様々な取組も、救命救急医師の不足が
ボトルネックとなっている。現在の状況に短期的に対
応するには、救急を専門としない医師たちを含め、ド
クターオールで頑張るしかない。５年後10年後を見
据えるのであれば、救命救急の人材確保に関係す
る目標値の設定や、医学修学金制度での救命救急
への誘導が必要ではないか。

現状と課題に、10万人当たりの救急医の医師数等を
追記するとともに、各救急医療機関においては、救
急科医師に加え、様々な診療科の医師が救急医療
を支えている状況を追記します。（Ｐ.７）
併せて、「初期臨床研修医に対して、救急科の指導
医等が直接、救急医療の魅力を伝えることで、救急
科を志す医師の増加を図る」取組を追記します。（Ｐ.
９）

2
P７数値目標の注釈「※心因性でかつ一般市民によ
り心肺機能停止～」は「心原性」ではないのか。

「心原性」に訂正します。（Ｐ.８）
※出典の「救急・救助の現況（消防庁）」を確認

3
数値目標を達成するためには、市民の救命蘇生へ
の協力や、救急車の台数を増やすなどの取り組み
が必要ではないか。

市民への普及啓発は、救急蘇生法の普及に記載済
みです。（Ｐ.10）
なお、救急車台数は、消防庁「消防力の整備指針」
で基準が定められており、消防車の効率的な運用を
進めてまいります。

パブリックコメント・関係団体への意見聴取（令和５年12月27日～令和６年１月24日）

ＮＯ 意見 対応方針

4

【静岡市】
P５　「病院群輪番制病院運営事業については、地
方自治体の裁量の拡大を目的に、2005 年度から普
通地方交付税として市町に税源移譲され、主体的に
休日・夜間の体制整備に努めています。」の記載に
ついて、救急医療体制の確保の主体に関しては、議
論の残るところであるので、文章の削除または、事実
のみの記載とすべきではないか。

5

【静岡市】
P９　「市町が地域の関係機関の協力を得て、体制の
確保、充実に努めます。必要な施設、整備について
は市町と連携して整備、拡充を図ります。」
の記載について、二次救急医療体制の確保につい
ては、県と市町が協働して取り組んでいるものと認識
している。よって、あたかも市町が単独で、二次救急
医療体制の確保・充実を行っているかのような記載
は避けるべきであり、文章の修正を求める。

6

【静岡県医師会】
P６、P8の「（ア）救急搬送」への取り組みとして、「シ
ズケア＊かけはし」の救急搬送機能（情報共有シス
テム）が活用されていることから、記載が必要ではな
いか。

御意見を踏まえ、「シズケア＊かけはし」の救急搬送
機能の活用に関する試み（P.6）及び活用促進（P.8）
に関して、原案へ追記します。

第９次静岡県保健医療計画策定に係る審議会委員等からの意見対応について

原案の修正は行いません。
三位一体の改革により平成17年度より市町に税源
移譲された病院群輪番制病院運営事業は、「救急
医療対策事業実施要綱」において、地方公共団体
が、病院群輪番制方式等による第二次救急医療機
関を整備し、休日及び夜間における入院治療を必
要とする重症救急患者の医療を確保することを目的
としており、国において市町における事務として同化
定着されたものであると示されています。
県では、「病院群輪番制病院施設・設備整備事業」
の国庫補助事業により、病院群輪番制病院事業を
行う市町に対して助成を行っております。

資 料 ２ー１
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第３節 事業

１ 救急医療

（１）現状と課題

ア 救急医療の現状 （救急医療とは）

○救急医療は、休日・夜間の医療機関の診療時間外における医療の確保と重篤な急病患者等への

対応を目的とする医療です。

○救急医療施設を初期、第２次及び第３次に分けてそれぞれの役割を明確にすることで、限られ

た医療資源を効率的に活用し、患者のニーズに合わせた救急医療体制を運営していきます。

○救急医療が必要な事案が生じた場合、適切な医療機関の受診、又は住民等による速やかな搬送

要請等が求められます。

○消防機関による適切な医療機関への搬送により、最適な医療の提供が行われます。

○急性期を脱した患者は、状態に合った医療を受けるため回復期病棟へ転棟します。また、自宅

への退院や他の病院等への転院等により、急性期に必要な医療資源の確保が可能となります。

○救急医療体制の円滑な運営のためには、県民の症状に応じた適切な受療行動も必要です。

イ 本県の状況

（ア）救急搬送の状況

○本県における救急搬送人数は、令和２年度には減少したものの、それ以前は年々増加傾向にあ

り、2011 年には 140,906 人でしたが、2021 年には 143,086 人と 1.5％増加しています。その背

景として、救急搬送者のうち軽症者の割合が 40％を超えるほか、高齢化の進行等が挙げられま

す。

○その内訳として、救急搬送人数の約 64％を 65 歳以上の高齢者が占めており、中等症の割合は

50％を超えています。

（イ）救急医療体制

○本県では、主として軽症患者の外来医療を担う初期救急医療から、入院が必要な重症患者に対

応する第２次救急医療、多発外傷等の重篤患者を受け持つ第３次救急医療、さらには社会復帰

までの医療が継続して実施される体制の計画的かつ体系的な整備を推進しています。

（初期救急医療）

○初期救急医療は、在宅当番医制（22 地区）と休日夜間急患センター（15 施設）により対応して

います。

○歯科にかかる初期救急医療は、在宅当番医制（18 地区）と休日急患センター（５施設）により

対応しています。

（第２次救急医療（入院救急医療））

○第２次救急医療は、第２次救急医療圏（12地区）ごとに病院群輪番制病院により、入院を必要

【対策のポイント】

○ 重症度・緊急度に応じた救急医療の提供

○ 適切な病院前救護活動と搬送体制の確立

資料２－２
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とする重症救急患者に対応しています（57病院が参加）。

○なお、病院群輪番制病院運営事業については、地方自治体の裁量の拡大を目的に、2005 年度か

ら普通地方交付税として市町に税源移譲され、主体的に休日・夜間の体制整備に努めています。

○その他、救急医療に必要な体制を備え、救急病院等を定める省令に基づき県知事が認定する救

急告示病院等があります（75病院・３診療所）

（第３次救急医療（救命救急医療））

○第３次救急医療は、重症及び複数の診療科領域にわたる重篤救急患者の救命救急医療を 24 時

間体制で行う救命救急センターについて、東部２施設、中部４施設、西部５施設を指定してい

ます。

○広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特殊疾病患者に対する高度専門的救命医療を行う高度救

命救急センターとして、2015 年３月に中部１施設（県立総合病院）、西部１施設（聖隷三方原

病院）をそれぞれ指定しています。

○県内の救命救急センターは、自家発電機（備蓄燃料を含む。）及び受水槽（備蓄飲料水を含む。）

を整備しており、災害時においても、高度な救急医療を提供できる体制となっています。

（ドクターヘリ・ドクターカー）

○救急専門医がヘリコプターで現場に急行し救命救急処置を行うことにより、重症患者の救命率

の向上や後遺症の軽減を図っています。本県では、ドクターヘリを順天堂大学医学部附属静岡

病院（伊豆の国市）と聖隷三方原病院（浜松市中央区）で運航し、２機体制で全県をカバーし、

特に山間地や半島部の救急医療体制の強化に大きく貢献しています。また、安全かつ安定的な

運航のために、各基地病院に格納庫が整備されています。

○静岡市以東においては、神奈川・山梨両県との広域連携により、重複要請時の対応に備えてい

ます。また、中部ブロック８県において、大規模災害時におけるドクターヘリの運用に向けた

取組を行っています。令和６年能登半島地震では初の出動を行いました。今後、超広域災害で

ある南海トラフ巨大地震が想定されており、災害初動期においては、ドクターヘリによる医療

救護活動が重要です。

○従来の救急車に加え、診察を行う医師の派遣が可能となるドクターカーの運用が進んでおり、

傷病者の救命率向上を図っています。

（救命期後医療（慢性期医療））

○救命期後医療として、急性期を脱した患者の回復のための医療、在宅医療等を望む患者への退

院支援や、合併症、後遺症のある患者に対して慢性期の医療を提供しています。

（ウ）病院前救護活動

（メディカルコントロール体制1）

○本県における救急業務の一層の高度化の推進と救急救命士の行う処置範囲の拡大に向けて、救

急医療機関、消防機関等で構成する静岡県メディカルコントロール協議会を設置するほか、各

地域でも地域メディカルコントロール協議会（８地域）を設置し、病院前救護体制の強化を図

1 メディカルコントロール体制：病院前救護に関わる者の資質向上と地域における救命効果の更なる向
上を目的とした以下の体制。
①事前プロトコールの策定 ②救急救命士に対する医師の指示体制及び救急活動に対する指導・助言体制
③救急救命士の再教育 ④救急活動の医学的観点からの事後検証体制

【役割】①地域の救急搬送体制及び救急医療体制に係る検証
②傷病者の受入れに係る連絡体制の調整等救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整
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っています。

○救急救命士については、所定の講習・実習を修了することで徐々に業務が拡大されています。

また、令和３年 10 月に改正救急救命士法が施行され、「病院前」から延長して「救急外来」ま

で、救急救命士が救急救命処置を実施することが可能となっています。

・心肺停止患者に対する気管内チューブ挿管（2004 年７月）

・心肺停止患者に対する薬剤（エピネフリン）投与（2006 年４月）

・ビデオ硬性挿管用喉頭鏡を用いた気道確保（2011 年８月）

・心肺機能停止前の重度傷病者に対する静脈路確保及び輸液、ブドウ糖溶液の投与（2014

年４月）

○メディカルコントロール協議会を中心に講習・実習を実施し、気管挿管、薬剤投与を実施でき

る救急救命士を養成しています。

（傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準（実施基準））

○医療機関と消防機関の連携体制を強化し、傷病者の症状等に応じた救急搬送及び医療機関への

受入れが迅速かつ円滑に行われるように、傷病者の疾患の種別、重症度や緊急度等の分類基準

と受入可能な医療機関のリスト、消防機関が搬送先を選定するための基準等を策定し、受入可

能な医療機関のリストについては毎年度更新を行っています。

（県民への救急蘇生法の普及）

○心停止者に対する一般人の自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用が可能であることから、県民

向けの救命講習の中でＡＥＤ講習を実施しています。ＡＥＤやＡＥＤマップの普及に伴い、地

域住民の病院前救護活動への参加が更に期待されています。

（広域災害・救急医療情報システム（医療ネットしずおか））

○休日夜間における県民への救急医療情報の提供を行う広域災害・救急医療情報システム（医療

ネットしずおか）を平成 18 年から運用していましたが、令和６年度から厚生労働省が運用す

る「全国統一システム」へ機能を移行します。これにより、都道府県を跨いだ情報検索が可能

となり、更なる利便性が向上します。

ウ 医療提供体制

（ア）救急搬送

○救急搬送件数が増加傾向にある一方で、救急医療機関の減少や医師不足等の影響により医療機

関の救急医療体制が縮小しており、受入医療機関の選定と患者搬送が円滑に行われるよう、医

療機関と消防機関のより一層の連携体制強化が必要です。なお、一部の市町では、「シズケア＊

かけはし」の救急搬送機能2を活用し、両機関の連携を強化円滑にする試みが始まっています。

（イ）救急医療体制

（初期救急医療）

○在宅当番医制と休日夜間急患センターによる初期救急医療の診療時間に空白がある地域や、在

2「シズケア＊かけはし」の救急搬送機能：「シズケア＊かけはし」（静岡県地域包括ケア情報システ

ム）は、県医師会が運営するＩＣＴシステム。救急搬送機能は、救急搬送時において、救急隊員と搬

送先病院の間で患者情報を共有し、事前登録された住民の通院歴や調剤情報などのほか、救急隊が現

場で撮影した動画や写真をリアルタイムに送信することで、病院で迅速な受入が可能となる機能。
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宅当番医制と休日夜間急患センターがない地域があります。これらの地域、時間帯では第２次

救急医療機関が初期救急医療体制をカバーすることとなり、第２次救急医療機関の負担が増加

する要因となっています。

○地域内の医師不足及び高齢化により、当番医の確保が困難になっている地域があります。

○歯科については、日曜や休日に受診することが困難な地域があります。

○休日夜間等に院外処方箋が発行される場合は、地域の薬局が調剤を行う体制が必要です。

（第２次救急医療（入院救急医療））

○救急患者の増加、初期救急医療体制の縮小等により第２次救急医療機関の負担が増加していま

す。また、医師不足や病床規模の縮小、一部診療科の休止等により、輪番制から脱退する医療

機関があり、輪番体制の確保が困難になりつつある地域があります。

○脳卒中や心血管疾患などの救急患者については、専門的な治療が可能な病院による受入体制を

構築し、対応する必要があります。

（第３次救急医療（救命救急医療））

○第２次救急医療機関の負担増加に伴い、第３次救急医療機関の負担も増加しています。

○妊産婦の救命医療に対応するため、救命救急センターと総合周産期母子医療センターとの緊密

な連携体制を確保する必要があります。

○特殊な疾病患者に対する高度専門的救命医療については、県内での治療が困難な場合はドクタ

ーヘリを活用し県外の医療機関に搬送する場合もあることから、今後、更に対応可能な医療機

関の確保などが必要です。

○急性期を脱した救命救急センターの患者を、一般病床への転床や他の病院等への転院、自宅へ

の退院が円滑にできる体制が必要です。

（ドクターヘリ・ドクターカー）

○ドクターヘリの効果を最大限に発揮するために、119 番通報から医師の現場での診察着手まで

の時間をより一層短縮することが必要です。

○救急医療体制の一部として、ドクターカー等のより効果的な活用が求められます。

（救急医療を担う人材の確保・働き方改革）

○2020 年の県内の救急科医師数は 78 人、人口 10 万人当たり 2.2 人で、全国医師数の 3.1 人

より少なく、2023 年の県内の専門研修プログラムの救急科採用数は ６人、人口 10 万人当た

り 0.2 人で、全国採用数の 0.3 人より少なくなっています。

○各救急医療機関においては、救急科医師に加え、様々な診療科の医師が救急医療を支えていま

す。

○救急医療体制を確保するため、県内での救急医療を担う専門医、認定看護師等の人材の育成が

必要です。

○医師の時間外労働上限規制への対応等に向けて、医療資源の効率的な活用がより重要になりま

す。

（救急医療機関等と療養の場との間の円滑な移行）

○救急医療機関の機能と役割を明確にし、急性期を脱した患者が回復期を経て在宅等の療養の場

に移行できるよう、地域のかかりつけ医や介護施設等の関係機関と連携したきめ細かな取組を

行うことができる体制が必要です。
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（ウ）病院前救護活動

（メディカルコントロール体制）

○救急搬送件数が年々増加し、救急救命士の担う役割が拡大し、救急救命士に対する期待が高ま

る中で、十分な人員を確保していくことが必要です。

（県民への救急蘇生法の普及）

○心肺機能停止患者の１か月後の生存率向上のため、心臓マッサージやＡＥＤ等、バイスタンダ

ー3 による心肺蘇生法の実施を普及していくことが必要です。

（エ）住民の受療行動

○自己都合による軽症患者の安易な時間外受診（いわゆる「コンビニ受診」）や救急自動車の「タ

クシー代わり」利用が、救急医療機関の大きな負担となっています。

○救急搬送人数のうち軽症が 40％を超えており、安易な救急自動車の利用による救急医療機関や

救急搬送の過度な負担が懸念されます。

○居宅・介護施設の高齢者が、人生の最終段階において、希望する救急医療を受けられるような

環境整備を進めることが必要です。

（オ）新興感染症の発生・まん延時における救急医療

○新興感染症の発生・まん延時には、感染症対応の救急医療が急増し、通常の救急医療の提供に

大きな影響が生じることが懸念されます。

（２）対策

ア 数値目標

＊心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の時点が目撃された症例

イ 施策の方向性

（ア）救急搬送

○2011 年４月より傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準が施行されています。この実施

状況を各地域のメディカルコントロール協議会により毎年検証し、必要に応じて基準の改定を

行うことや、「シズケア＊かけはし」の救急搬送機能の活用を県下に広げること等により、受入

医療機関と消防機関との円滑な連携体制の推進を図ります。

○救急搬送件数の増加の原因として、安易な救急自動車の利用も見られることから、「救急の日」

「救急医療週間」等を通じて、救急自動車の適正利用について市町と連携して住民に周知し、

消防機関の負担軽減を図ります。

項目 現状値 目標値 目標値の考え方 出典

心肺機能停止患者＊の１か月後

の生存率

9.3％

(2021 年)

13.3％以上

（2029 年） コロナ前の 2016 年

の全国平均値を目

標に設定

消防庁「救急・救

助の現況」
心肺機能停止患者＊の１か月後

の社会復帰率

5.6％

(2021 年)

8.7％以上

（2029 年）

3 バイスタンダー：救急現場に居合わせた人。
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（イ）救急医療体制

○重症度・緊急度に応じた医療の提供や、救急医療機関等から回復期を経て療養の場へ円滑な移

行が可能な体制の計画的かつ体系的な整備を進めていきます。

（初期救急医療）

○市町が保健所、地域の医師会との連携により、在宅当番医制から急患センター方式への転換や、

急患センターの既存施設の建替えや機能拡充を図り、診療時間の空白の解消や、持続可能な体

制確保に向けた取組を進めます。

○歯科については、地域の実情に応じて、市町や地域の歯科医師会による取組を進めます。

○休日夜間等に院外処方箋が発行される場合は、地域連携薬局を中心とした地域の薬局が調剤を

行う体制整備を図ります。

（第２次救急医療（入院救急医療））

○市町が地域の関係機関の協力を得て、体制の確保、充実に努めます。必要な施設、設備につい

ては市町と連携して整備、拡充を図ります。

○増加が見込まれる高齢者患者対応をはじめ、輪番制の構築による地域内における病院間の役割

分担の明確化やＩＣＴ等による連携の強化を図るなど、地域の実情に応じ、第２次救急医療体

制の継続的確保に向けた取組を進めます。

○脳卒中や心血管疾患などの救急患者については、傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準

により、専門的な治療が可能な医療機関への搬送体制を充実させます。

（第３次救急医療（救命救急医療））

○重篤救急医療患者の医療を行う救命救急センターに必要な施設、設備の整備拡充を図ります。

○救急患者の発生・搬送状況や、総合周産期母子医療センターとの連携、ドクターヘリ・ドクタ

ーカーの効率的な運用、救命救急センターのない地域へのカバーの実態等を考慮し、地域の状

況を勘案しつつ新たな救命救急センターの整備を検討します。

○各救命救急センターにおいて、急性期を脱した患者の転床・転院をさらに促進するため、救急

患者退院コーディネーター事業等を活用した必要な人材育成の支援を検討します。特に高齢患

者が退院後に安心して生活できるよう、生活上の留意点に関する指導を行い、必要な支援へつ

なぐ体制を構築します。

（ドクターヘリ・ドクターカー）

○搬送事案の事後検証などにより救急隊員等の資質向上を図り、適切なドクターヘリ要請により、

119 番通報から救急現場での診療着手までの時間のより一層の短縮を図ります。

○ドクターヘリの安全かつ安定的な運行や、神奈川・山梨両県との大規模災害時におけるドクタ

ーヘリの運用を進めていきます。

○ドクターカーの運用状況を把握するとともに、国が示すマニュアル等を基に、救急医療体制の

一部に位置づけることの有効性や、より効率的な活用方法を検討します。

（救急医療を担う人材の確保・働き方改革）

○浜松医科大学を始めとする各機関で医療従事者の育成を行うほか、各救命救急センターが、救

急医療に関する臨床教育の場として医師等を育成します。

○初期臨床研修医に対して、救急科の指導医等が直接、救急医療の魅力を伝えることで、救急科

を志す医師の増加を図ります。
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○「ふじのくに地域医療支援センター」において提供する「静岡県専門医研修ネットワークプロ

グラム」を始め、各種の人材育成支援事業により、県内での救急医療を担う人材の育成を図り

ます。

○高度化、多様化する看護業務に対応するため、認定看護師等の育成に関して、関係機関等にお

ける体系的な研修の実施及び参加を促進します。

○医師の時間外労働上限規制への対応に向けて、ふじのくに医療勤務環境改善支援センター等と

連携し、医療機関を支援します。

（救急医療機関等と療養の場との間の円滑な移行）

○救急医療機関、回復期を担う医療機関、かかりつけ医や介護施設等の関係機関がより密接に連

携・協議する体制を、メディカルコントロール協議会等を活用して構築し、より地域で連携し

た取組を進めます。

（ウ）病院前救護活動

（メディカルコントロール体制）

○救急救命士を対象とする講習・実習を継続的に実施し、救急救命士の資質の向上を図ります。

（県民への救急蘇生法の普及）

○県民向けの救命講習を継続的に開催し、心臓マッサージやＡＥＤの使用等を含め、心肺蘇生法

の普及を図るとともに、早期通報の重要性について啓発を強化します。

（エ）住民の受療行動

○救急医療及び救急業務に対する国民の正しい理解と認識を深めるために設けられた「救急の日」

及び「救急医療週間」での救急医療を取り巻く環境についての啓発活動により、地域住民に救

急医療への理解と適切な受療行動を促します。

○「救急安心センター事業（#7119）」の整備等、適切な医療機関の受診や救急車の利用に関する

助言等ができる相談体制の充実・強化を図ります。

○ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）に関する議論や救急現場における心肺蘇生を望ま

ない心肺停止患者への対応方針等は、救急医療の関係者や医療・介護関係者、消防関係者等、

地域の関係者がそれぞれ実施する会議を合同で開催する等、協力して取組を進めていきます。

（オ）新興感染症の発生・まん延時における救急医療

○救急外来の需要が急増した際にも、通常の救急医療と両立できるような体制の構築を検討しま

す。
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○救急医療のロジックモデル

<個別施策＞ <中間アウトカム＞ <分野アウトカム＞

１：救急搬送体制の整備

現状
データ

メディカルコントロール協議会開
催数

１：救命できる救急患者の救
命・社会復帰

数値
目標

心肺機能停止患者の１か月後
の生存率

数値
目標

心肺機能停止患者の１か月後
の社会復帰率

１：重症度・緊急度に応じた救
急医療の提供 

現状
データ

救命救急センター充実段階評価
がS・Ａとなった病院の割合 

現状
データ

第２次救急医療機関数

現状
データ

救命救急センター設置数

２：適切な病院前救護活動と
搬送体制の確立 

現状
データ

救急要請（覚知）から救急医療
機関への搬送までに要した平均
時間

現状
データ

ドクターヘリ運航調整委員会
開催数

２：救急医療体制の整備

現状
データ

日本救急医学会指導医数

現状
データ

日本救急医学会専門医数

３：病院前救護活動の充実

４：県民の適切な受療行動

現状
データ

住民の救急蘇生法講習の受講
者数

現状
データ

AEDの公共施設における設置台
数

現状
データ

認定看護師数

現状
データ

救命救急士の業務拡大に係る
認定者
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（３）「救急医療」に求められる医療機能

（４）「救急医療」の医療体制図

救護 初期救急医療
入院救急医療

（第２次救急医療）

救命救急医療

（第３次救急医療）
慢性期医療

ポ
イ
ン
ト

○適切な病院前救護活

動の実施

○外来治療を実施 ○高齢者救急をはじめ

初期診察や入院治

療を実施

○他の医療機関では対応で

きない重篤な患者の治療

○在宅療養を望む患者

に対しての退院支援

○合併症、後遺症のあ

る患者に対しての慢

性期医療の提供

機
能
の
説
明

・住民等による速やかな

搬送要請、適切な医療

機関受診、AED 等によ

る応急手当の実施

・消防機関における救急

救命士等の適切な活動

の実施、適切な搬送方

法の選択と適切な医療

機関への搬送

・メディカルコントロール

協議会によるプロトコー

ルの策定、改訂、検証、

救急救命士への再教

育、救急搬送・受入基

準の調整

【休日夜間急患セン

ター、在宅当番医】

・主として外来におけ

る救急医療を実施

・入院救急医療や救

命医療を行う医療

機関との連携

【薬局】

・地域における休日・

夜間の急病患者の

処方箋調剤を実施

【病院群輪番制病院】

・初期救急の後方病院

として、休日・夜間に

入院医療を必要とす

る重症患者の受入れ

【救命救急センター】

・高度な医療施設とスタッフを

備え、24 時間体制で脳卒

中、心筋梗塞、頭部損傷な

どの重篤救急患者の治療を

実施

【高度救命救急センター】

・広範囲熱傷等の高度専門

的救急医療に対応

【ドクターヘリ・ドクターカー】

・重症患者の救命率向上や

後遺症軽減のため救急専

門医を現場に急行させ救命

救急処置を実施

・気管切開等のある患

者の受入れ

・遷延性意識障害等を

有する患者の受入れ

・精神疾患を合併する

患者の受入れ

・地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた居

宅介護サービスの調

整

【救急告示病院、診療所】

・病院群輪番制病院以外での救急

医療に協力し、救急患者の入院を

受入れ

12



（５）関連図表

○第２次救急医療圏

○救急医療体制

２次保健

医 療 圏

第２次救急

医療圏
構 成 市 町 名

賀茂 賀茂 下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町

熱海伊東
熱海 熱海市

伊東 伊東市

駿東田方
駿豆

沼津市、三島市、裾野市、伊豆市、伊豆の国市、函南町、

清水町、長泉町

御殿場 御殿場市、小山町

富士 富士 富士宮市、富士市

静岡
清水 静岡市（清水区）

静岡 静岡市（葵区、駿河区）

志太榛原 志太榛原 島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、川根本町

中東遠 中東遠 磐田市、掛川市、袋井市、御前崎市、菊川市、森町

西部
北遠 浜松市（天竜区）

西遠 浜松市（天竜区以外）、湖西市
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○在宅当番医制（初期）参加状況（診療所：２次保健医療圏別）

○入院を要する救急医療体制（二次）参加状況（病院：２次保健医療圏別）

○救命救急センター（三次）設置数（２次保健医療圏別）

○主たる診療科名を「救急科」としている医師の数

14



○県内２次保健医療圏域別高齢化率の推移（65 歳以上人口の占める割合）

○傷病程度別搬送人員及び構成比の推移

○年齢区分別搬送人員構成の推移

○認定看護師数

○救急救命士の業務拡大に係る認定者数の推移
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○現状把握のための指標

※2021 年 10 月 1 日現在の推計人口（総務省）に基づき各指標の実数から算出

指標 実績
出典

指標の項目 時点 静岡県 全国

メディカルコントロール協議会開催数 2022 ３回 － 県実施

日本救急医学会指導医数

（人口 10 万対）※
2023.1 0.2 人 0.7 人

日本救急医学会

ホームページ

日本救急医学会専門医数

（人口 10 万対）※
2023.1 2.9 人 4.6 人

日本救急医学会

ホームページ

認定看護師（救急看護）数

（人口 10 万対）※
2022.12 0.8 人 0.9 人

日本看護協会

ホームページ

ドクターヘリ運航調整委員会開催数 2022 10 回 － 各基地病院報告

救急救命士が同乗している救急自動車

の割合
2022.4 96.4％ 93.2％

消防庁

「救急･救助の現状」

住民の救急蘇生法講習の受講者数

（人口 1 万対）※
2021 21 人 37 人

消防庁

「救急･救助の現状」

ＡＥＤの公共施設における設置台数

（人口 10 万対）※
2024.1 187.2 台 177.8 台

日本救急医療財団

ホームページ

特定集中治療室を有する病院数

（人口 100 万対）※
2020 4.4 施設 5.4 施設

厚生労働省

「医療施設調査」

心肺機能停止患者の 1か月後の予後

（生存率）
2021 9.3％ 11.1％

消防庁

「救急･救助の現状」

心肺機能停止患者の 1か月後の予後

（社会復帰率）
2021 5.6％ 6.9％

消防庁

「救急･救助の現状」

救命救急センター充実段階評価がＳ・

Ａとなった病院の割合
2022 100％ － 厚生労働省調査

救急要請（覚知）から救急医療機関への

搬送までに要した平均時間
2021 41.6 分 42.8 分

消防庁

「救急・救助の現状」
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シズケア＊かけはし
イメージキャラクター

「シズみん」

日時：令和６年２月１５日（木）

静岡県医師会 シズケアサポートセンター

シズケア＊かけはし
静岡県地域包括ケア情報システム

資料２－３

医療・介護
(旧︓患者・利⽤者情報共有システム)

事前登録された住民の「救急情報」を、救急搬送時において救急隊員を含
む関係機関で活用

医療・介護サービスの提供を受けている患者・利用者の個別情報を多職種多
事業所から構成されたチームで共有

⾒ 守 り 医療・介護サービスを利用していないものの何らかの支援や配慮が必要な方
の情報を、関係機関によるチームで共有

クラウド会議（ビデオ会議システム）、イベント開催業務支援機能、公的
文書作成支援機能

救急搬送(救急かけはし機能)

情
報
共
有
シ
ス
テ
ム

情
報
交
流
ツ
ー
ル

掲示板

セキュアメール

研修会のお知らせ等、ユーザにとって役立つ情報を一斉配信。地域や職種
を限定するなど様々な利用が可能

施設サービス検索・折衝 県内の医療・介護施設の特徴や空き状況が把握でき、退院調整時等には効
率的な退院先の抽出と折衝を実現

便利機能

安全性の高い環境のもと、ユーザ間でタイムリーに日常的な連絡が可能

①

④

③

②

「 シズケア＊かけはし 」 機能一覧

2
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救急搬送機能

救急かけはし

消防本部は、iP a d 専用アプリ「救急ショ ット」を 利用でき 、
救急隊員と 搬送先病院はスムーズに救急情報を 共有でき ます。

救急搬送時や災害時などの利用を目的として、「救急情報」も登録できるようになりました。
対象者は同意のもと住民であれば誰でも登録できます。

写真・ビデオも
撮影できる

緊急連絡先
キーパーソンも

確認できる

お申込みのあった市町単位で

の運用と なります！

3

『 救急かけはし 』 開発のき っ かけは・ ・ ・

  「 救急医療情報キッ ト 」 の電子化

救急医療情報キッ ト と は・ ・ ・
救急隊員が搬送の際に確認し 迅
速な救急活動に活用するために
必要な情報を予め記入し 、 容器
に入れて冷蔵庫等に保管する情
報シート 等

　令和２ 年３ 月に県健康福祉部地域医療課が県内市町の在宅医
療・ 介護連携推進事業担当課に対し 、 「 救急医療情報キッ ト 」 の
活用状況を調査

＜結果＞
県内３ ５ 市町中３ ３ 市町が回答
 ・ 救急医療情報キッ ト を活用中 ２ ８ 市町
 ・     〃     未活用  ５ 市町

 ただし 、 キッ ト の紛失や、 たと え見つかっ ても 情報が古く て活用でき
ないなど、 必ずし も 運用がう まく いっ ていない実態が明ら かになっ た

「救急医療情報キット」の電子化の検討に着手

4
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◎登録する対象者は同意の上、 緊急連絡先等の基本情報を

 システムに事前に登録。

◎対象者が既に医療・ 介護サービスを 利用し ていて、

 シズケア＊かけはし 内で情報共有を 行っ ている場合は、

 共有チームに登録さ れた関係職種で情報を 更新でき る。

◎登録し た情報は、 救急搬送時に救急隊員が参照するこ と ができ る。

◎救急隊員は現場で撮影し た画像や動画を登録するこ と ができ る。

◎搬送先の病院は現場の救急隊員の指定により 、 事前登録さ れた 

 情報や現場で撮影さ れた画像や動画を見るこ と ができ る。

救急かけはし のポイ ント

5

事
前
準
備

搬
送
時

運用例( 救急かけはし機能)

【 対象者登録の流れ】

「 シズケア＊かけはし （ 救急かけはし ） 」
 について説明し 、 同意を 得る 。
 ※説明者は行政職員、 ケアマネ、 民生委員等

同意書を 行政窓口へ提出。
(本人も し く は代理者)

担当課で、 基本情報（ 氏名、 生年月日、 住所、
緊急連絡先、 かかり つけ医） を 入力する。
関係職種が「 シズケア＊かけはし 」 のユーザの
場合は、  チームに招待する。  

チームに登録さ れた専門職は、 救急搬送
時に必要と 思われる情報を 追加する 。

薬剤師や関係者により 、
 調剤明細書等に記載さ れているQRコ ード から 、
 対象者の服薬情報を 取り 込み。

介護施設の入所者に対し 、
職員が同意を 得る。

職員が、 基本情報（ 氏名、 生年月日、 住所、
緊急連絡先、 かかり つけ医） を 入力する。

< パタ ーン例①>  市が中心と なり 多く の住民を登録。

< パタ ーン例②>  介護施設等の入所者から まと めて登録。

登
録
後

6
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救急指令センタ ーから の情報を も と に
タ ブレッ ト 端末のアプリ 「 救急ショ ッ ト 」
により 救急かけはし に登録さ れているか
検索する。

登録さ れている場合は、
緊急連絡先、 かかり つけ医、
調剤情報などを確認する。

現場に到着し 、 本人確認を 行う 。
搬送先の決定。

救急ショ ッ ト により 搬送先医療機関
を 指定。
必要に応じ て画像や動画を送信。

タ ブレッ ト 端末で
患者到着前に、 緊急連
絡先、 調剤情報
などを確認でき る。

【 救急搬送時の流れ】

出動 現場到着 搬送先医療機関

7

8

救急ショ ッ ト 画面①
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9

救急ショ ッ ト 画面②

10

運用状況

 
富士宮市

(R4.4月～)
熱海市

(R4.10月～)

参加救急隊 市内６ 隊 市内３ 隊

参加病院 富士宮市立総合病院 熱海所記念病院
国際医療福祉大学熱海病院

登録対象者数 2,715名 (R5.12.13時点) 1,003名 (R5.12.18時点)

検索ヒ ッ ト 数 87件 (R5.11.30時点) 13件 (R5.12.14時点)

●その他地域の状況：
【 静岡市】
 静岡地域M C協議会が主体と なり 、 仮登録し た対象者を 活用し 、 画像・
動画のみを共有する実証実験を実施。 令和６ 年度中に運用開始予定。
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地域包括ケアのプラ ッ ト フ ォ ーム「 シズケア＊かけはし 」
地域住民、関係機関、医療・介護・福祉の専門職から民間企業まで・・・

安心して暮らせるまちづくりに皆で参加

医科診療所

病院

訪問看護ステーション

薬局

ケアマネ
ジャー

救急時活用情報
データ登録

歯科診療所

情報共有システム

（医療・介護） ＜医療・介護・福祉

　　サービス利用者＞

・要援護者台帳の補完
・避難生活の支援

退院前
カンファ

介護施設

・事業所

まずは住民の皆さんから…

「登録申出書」を提出すると
ご自身の緊急連絡先等の情報が

シズケア＊かけはしに登録

住民に登録を働
き掛け

民間企業自治会

クラウド会議

（ビデオ会議システム）

情報共有システム
（救急かけはし）

施設サービス検索・折衝 退院調整

医療・介護・福祉

専門職

社会福祉協
議会

登録 登録

＜見守りの必要な方＞
　認知症、フレイル、
　生活困窮、虐待…

登録されたデータはこんな場面で活用
　～いざという時、地域住民を支える関係機関と
　　　　　　　　　　　　シズケア＊かけはしの機能～

市役所、町役場

＜登録応援団＞

災害発生時救急搬送

・在宅療養者の急変
・事故、急病

互助自助

救急隊

市役所、町役場
地域をマネジメント

通いの場
認知症カフェ

地域包括支援セ
ンター

情報共有システム
（見守り）

共助
公助

地域共生社会を
見据えたシステ
ム機能を 構築

11
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２　災害時における医療

令和５年度第２回静岡県救急・災害医療対策協議会（令和５年10月25日）

ＮＯ 委員意見 対応方針

1
災害時には、透析と妊婦が困った（受入れ機関が限
定される）。具体的な施策を追記して欲しい

「透析については、災害時透析拠点病院が中心と
なって患者調整を行う」旨を追記します。（Ｐ.31）
なお、妊婦について、小児周産期リエゾン等の取組
を記載済みです。（Ｐ.32）

2
原子力災害の箇所に、災害拠点病院の記載がある
が、「原子力災害拠点病院」、「原子力災害医療協
力機関」を入れて欲しい

個別の名称が明示されるよう本文に追記します。
（Ｐ.33）

3
原子力災害の箇所に、歯科医師会の並びで看護協
会も入れて欲しい

看護協会の名称を本文に追記します。（Ｐ.33）

4
富士山火山の被災想定が改正された。その記載を
入れて欲しい

令和3年3月に新たな富士山火山ハザードマップ（被
災の範囲を掲示し、死傷者数等の被害想定は計算
されていない）を公表し、それに対応した富士山火
山避難基本計画が改訂されました。
富士山火山避難基本計画は、避難行動の指針であ
り、医療救護活動の指針を示す本計画とは一線を画
すものであるため、計画本文への記載しないこととし
ます。

5 ＤＨＥＡＴの記載を入れて欲しい
ＤＨＥＡＴは、「保健医療活動チーム」の注釈に記載
します。（Ｐ.27）

6
ＢＣＰの実効性について、県でチェックできる体制が
あると良い

ＢＣＰについては、国指針に対応して「実行性の高
い」を追記したところです。
各病院のＢＣＰの策定・見直しを支援するため、講演
会（全体研修会）等の取組を検討します。

パブリックコメント・関係団体への意見聴取（令和５年12月27日～令和６年１月24日）

ＮＯ 委員意見 対応方針

7

【保険者協議会】
静岡空港について、医薬品等物流拠点、搬送拠点
としての可能性があると思われるが、静岡空港の役
割について記載できることはないか。

災害時における医療搬送拠点については、富士山
静岡空港を含めた計３カ所にＳＣＵを設置する予定
です。御意見を踏まえ、計画本文にその旨を加筆し
ます。（Ｐ.27）
なお、医薬品等物流拠点については、「南海トラフ地
震における静岡県広域受援計画」において富士山
静岡空港が広域物資輸送拠点等としての役割を
担っていますので、今後の訓練の想定に加えて、体
制の強化に努めます。

第９次静岡県保健医療計画策定に係る審議会委員等からの意見対応について

資 料 ３ー１
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２ 災害時における医療

（１） 現状と課題

ア 災害の現状

○災害には、地震、風水害といった自然災害から、テロ、鉄道・航空機事故といった人為災害及

び原子力災害等に至るまで様々な種類があります。また、同じ種類の災害であっても、発生場

所、発生時刻や時期等によって被災・被害の程度は大きく異なります。

○2011 年３月に発生した「東北地方太平洋沖地震」は、それまでの想定を大幅に上回る巨大な津

波などにより、東日本の太平洋岸の広範な地域に甚大な被害をもたらし、岩手・宮城・福島の

東北３県の沿岸部を中心に約２万人の尊い命を奪う大災害「東日本大震災」となりました。

○また、2014 年９月の御嶽山噴火、2016 年４月の熊本地震、2018 年９月の北海道胆振東部地震

など、大規模な災害がが発生しました。

〇2024 年１月に発生した「能登半島地震」では、半島特有の地形が影響して、全容把握が困難な

状態が続くとともに、道路の土砂崩れや亀裂による寸断等により、医療支援が思うように進捗

しない課題が顕著となりました。本県においては、発災直後から様々な県内医療関係団体等が

現地におもむき、長期にわたり支援を継続しています。

○近年は、ゲリラ豪雨や竜巻等の突発的発生の増加や、台風の強大化等により、風水害が増加す

る傾向にあります。2021 年７月に熱海市で発生した土石流災害では、多くの人的・物的被害を

もたらしました。

○爆発物・ＮＢＣ（Ｎ：核物質、Ｂ：生物剤、Ｃ：化学剤）物質を使ったテロなど特別な対応を

求められるものもあります。

○鉄道、海上及び航空交通等の各分野において、大量・高速輸送システムが発展し、ひとたび事

故が発生した場合には、重大な事故につながる恐れが指摘されています。

イ 本県の状況

○本県では、2013 年６月に発表された静岡県第４次地震被害想定で、駿河トラフ・南海トラフ沿

いと相模トラフ沿いのそれぞれで発生する二つのレベルの地震・津波を想定対象としています。

○静岡県第４次地震被害想定（第一次報告 2013 年６月公表）では、南海トラフ巨大地震によ

り、最悪の場合、死者 105,000 人、重傷者（１か月以上の治療を要する負傷者）38,000 人の被

害が予想されました。その後、「静岡県地震・津波対策アクションプログラム 2013」等に推進

により、死者数の約８割減の減災効果が見込まれています。

○近年の大規模災害では、高齢者や障害のある方などの災害時に支援等の配慮を要する方が多数

犠牲となっており、災害時における要配慮者への支援が必要です。

【対策のポイント】

○ 災害超急性期（発災後 48 時間以内）において必要な医療が確保される体制

○ 災害急性期（３日～１週間）において円滑に医療資源の需給調整等を行うコーディネー

ト体制

○ 超急性期を脱した後も住民の健康が確保される体制

資料３－２
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○福島第一原子力発電所の事故による原子力災害を踏まえ、万一、浜岡原子力発電所で同様の事

故が発生した場合の備えが求められています。

ウ 医療提供体制

○２次保健医療圏ごとに、災害拠点病院、救護病院、救護所等の体制を整備し、関係機関の協力

の下、医療救護体制を整備し、充実を図っています。

（ア）医療救護施設

○県及び市町は医療救護計画に基づき、災害時医療救護施設として、県が災害拠点病院1（23 施

設）、災害拠点精神科病院2（４施設）を、市町が救護病院3（83施設）、救護所4（315 ヶ所）等を

指定しています。

○医療救護施設は、災害拠点病院・救護病院において重症患者及び中等症患者の受入れ、処置、

広域医療搬送への対応等を、また、救護所において、軽症患者の処置を行うこととし、役割分

担に応じて相互に補完しながら医療救護活動に当たります。

○災害拠点精神科病院は、精神疾患を有する患者の受入れ、精神症状の安定化、広域搬送のため

の一時的避難所としての機能等、精神科医療の対応に当たります。

○２次保健医療圏ごとに災害時透析拠点施設5を置き、透析患者の受入れに当たるなど、医療的配

慮が必要な県民への対応に当たります。

○なお、災害拠点病院が圏域内にない賀茂保健医療圏では、隣接圏域の災害拠点病院との連携に

より対応しています。

○より多くの災害時医療拠点の確保と、関係機関相互の密接な連携を図る必要があります。

○災害拠点病院、災害拠点精神科病院、救護病院における施設・設備面での整備、院内の医療救

護体制の整備を促進していく必要があります。

○昨今、激甚化、頻発化する風水害に備え、浸水リスクの高い地域等においては、被災を軽減す

る取組が必要です。

○入院患者等の安全確保や災害発生後の医療救護活動の実施のため、救護病院の耐震化を更に進

める必要があります。

○病院において、被災後、早急に診療機能を回復できるように、実効性の高い業務継続計画（Ｂ

ＣＰ）の整備と、整備された業務継続計画（ＢＣＰ）に基づき被災した状況を想定した研修・

訓練を実施し、平時からの備えを行っていることが必要です。

○救護所を迅速に設置し、適切に医療救護活動を実施するため、救護所で活動する医療従事者等

の人材確保や、医薬品等の確保を万全にする必要があります。

1 災害拠点病院：重症患者や中等症患者、他の医療救護施設で処置の困難な重症患者に対応するため

に、救命救急センターやこれに相当する病院の中から県が指定した病院。
2 災害拠点精神科病院：精神疾患を有する患者の受入れ、精神症状の安定化等、災害時の精神科医療に

対応するため、24 時間緊急対応体制を確保した精神科病院の中から県が指定した病院。
3 救護病院：重症患者や中等症患者の処置及び受入れをするために、市町が指定した病院。
4 救護所：軽症患者に対する処置を行うために、市町が診療所や避難所として指定した学校等に設置。

地域の医師会等が救護活動を行う。
5 災害時透析拠点施設：発災後 72 時間以内に人工透析が必要な患者を集め、透析関係の医療者も参集

して、地域で中心的に透析を行う医療機関。
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○ＮＢＣ（Ｎ：核物質、Ｂ：生物剤、Ｃ：化学剤）を使ったテロ・災害には、特別な対応が求め

られることから、救命救急センター等の医療機関における医療従事者への知識の普及や装備の

充実を進めていくことが重要です。

（イ）災害時の情報把握

○東日本大震災においては、一般電話等の通信手段がほとんど失われ、医療施設の被害状況等の

把握が非常に困難な状況となりました。

○本県においては、災害拠点病院をはじめ、災害拠点精神科病院、救護病院、医師会、歯科医師

会、薬剤師会等に、東日本大震災において貴重な通信手段となった衛星電話が配備されていま

す。

○災害時の迅速な医療活動が可能となるように、また、医療施設の被害状況等の情報を関係機関

が収集、共有できるように、「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」6に県内全ての病

院を登録しています。

○2013 年 11 月に「ふじのくに防災情報共有システム（ＦＵＪＩＳＡＮ）」7に災害医療関係機能

を追加し、従来から運用していた救護所開設情報や救護班要請機能のほか、「広域災害・救急医

療情報システム（ＥＭＩＳ）」との連携機能や、人工透析機関状況、感染症指定医療機関及び結

核病床を有する医療機関状況等を登録、閲覧できる機能を加え、定期的に情報伝達訓練を実施

しています。

○「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」の適切な利用を推進し、信頼に足りる生きた

情報として、情報提供、情報収集、情報共有が可能になるよう、関係機関において複数の操作

担当者を確保する等の対応が必要です。

○一般電話回線が復旧するまでの間、情報通信体制を確保するためには、医療救護施設や関係機

関の更なる衛星電話の整備促進が必要です。

○「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」はインターネット上のシステムであるため、

システムを使用する関係機関は、衛星回線インターネット環境の整備が必要です。

○災害時には複数の通信手段を確保しておくことが重要であり、防災行政無線、衛星電話のほか、

ＭＣＡ無線8や日赤無線、アマチュア無線等も積極的に活用する必要があります。

（ウ）広域医療搬送

○南海トラフ巨大地震などの大規模災害が発生した場合、県内の医療機関では対応できない事態

も想定されることから、国、他都道府県と連携して広域医療搬送を実施します。

○クラッシュ症候群等9の広域医療搬送基準に適合した重症患者を、自衛隊機等を活用し、被災地

外の空港等を経由して迅速に災害拠点病院等に搬送し、治療を行います。

6 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）：災害時に医療機関の被災状況などを把握するシステム。
7 ふじのくに防災情報共有システム（ＦＵＪＩＳＡＮ）：災害時の関係機関や市町との情報共有を目的に、基礎と

なるヘリポート、道路や避難所などの情報をデータベース化し、災害時に被害情報を収集するシステム。
8 ＭＣＡ無線：一定数の周波数を多数の利用者が共同で管理する業務用無線システム。陸上移動通信分野（運

輸・物流業務、バス運航業務、タクシー等）において広く利用されている。
9 クラッシュ症候群等：クラッシュ症候群（挫滅症候群）は、四肢・大腿等の骨格筋が大量に長時間の

圧迫等をうけた結果、虚血等により筋障害が生じ、局所･全身に異常を呈する症候群。局所の浮腫・

壊死等や、全身症状としては、腎不全、その他の多臓器障害などにより、高い死亡率をきたす。クラ

ッシュ症候群のほか、広範囲熱傷、重症体幹四肢外傷、頭部外傷が広域医療搬送の対象とされてい

る。
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○東日本大震災において、初めて実際の広域医療搬送が行われたことを契機に、全国で広域医療

搬送に対する取組が本格化しており、ＳＣＵ10（愛鷹広域公園、富士山静岡空港、航空自衛隊浜

松基地）におけるＤＭＡＴ11活動等の全国標準化が進められています。

○静岡県外から参集するドクターヘリは、航空搬送拠点や、ドクターヘリ基地病院（順天堂大学

医学部附属静岡病院、聖隷三方原病院）等を拠点として地域医療搬送を行います。

○広域医療搬送については、国、県、市町、医療機関などの連携の下、訓練により更に習熟度を

高めていく必要があります。

○医療機関側が広域医療搬送トリアージや医療搬送カルテの作成など、適切な対応ができるよう、

医療従事者への知識の啓発、普及が必要です。

○特に、地域医療搬送については、全国各地から参集したドクターヘリが航空搬送を担うことが

想定されるため、「大規模災害時におけるドクターヘリの運用体制構築に関わる指針について」

（2016 年 12 月５日付け医政地発 1205 第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）を基

に作成された災害時のドクターヘリの運用指針等に則り、ドクターヘリの要請手順や自地域に

おける参集拠点に関しても訓練等を通して確認を行うことが必要です。本県では、2020 年３月

に、中部ブロック８県及びブロック内ドクターヘリ基地病院との間に「大規模災害時における

ドクターヘリ広域連携に関する基本協定」を締結し、災害時におけるドクターヘリの迅速かつ

効率的な運用に向けた取組を行っています。

（エ）広域受援

○保健医療活動チーム12の受入調整、保健医療福祉活動に関する情報連携、保健医療福祉活動に

係る情報の整理及び分析等の保健医療福祉活動の総合調整を行う体制の整備が必要です。

（災害超急性期（発災～２日））

○災害超急性期においては、ＤＭＡＴ等による支援が中心になります。

○南海トラフ巨大地震等の大規模災害発生時には、県からの要請に基づき、非被災都道府県のＤ

ＭＡＴ等が派遣され、ＳＣＵや災害拠点病院等の活動に従事します。

○災害超急性期において県内に参集するＤＭＡＴ等を円滑に受入れ、ＳＣＵや災害拠点病院等に

おいて、適切に活動できるよう、配置調整等を行う体制の充実が必要です。

○空路によるＤＭＡＴ等の参集だけでなく、新東名高速道路等により、陸路参集するＤＭＡＴ等

医療チームの受入体制の整備が必要です。

（災害急性期（３日～１週間））

10 ＳＣＵ（Staging Care Unit：航空搬送拠点臨時医療施設）：航空搬送拠点に設置し、患者の症状の

安定化を図り、搬送を実施するための救護所。
11 ＤＭＡＴ（Disaster Medical Assistance Team：災害派遣医療チーム）：大地震及び航空機・列車事

故等の災害発生直後（概ね 48 時間以内）に活動が開始できる機動性を持った、専門的な研修・訓練

を受けた災害派遣医療チーム。
12 保健医療活動チーム：ＤＭＡＴ、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ：Japan Medical

Association Team）、日本赤十字社の救護班、独立行政法人国立病院機構の医療班、歯科医師チー

ム、薬剤師チーム、看護師チーム、保健師チーム、管理栄養士チーム、ＤＰＡＴ（Disaster

Psychiatric Assistance Team：災害派遣精神医療チーム）、ＤＨＥＡＴ（Disaster Health

Emergency Assistance Team：災害時健康危機管理支援チーム）、その他災害対策に係る保健医療活

動を行うチーム（被災都道府県以外から派遣されたチームを含む。）。
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○日本赤十字社の救護班や、ＪＭＡＴ、ＤＰＡＴ13等による支援が中心になります。

○独立行政法人国立病院機構の医療班や、独立行政法人国立大学病院による支援を受け入れます。

○ＤＭＡＴの活動は段階的に縮小する一方、他都道府県が編成した医療チームによる支援が始ま

ります。

○日赤救護班、ＪＭＡＴ等の支援を円滑に受け入れるためには、日赤県支部、県医師会等の関係

団体と、県災害対策本部において密接に連携する体制整備を更に進めることが必要です。

○２次保健医療圏単位等で円滑に医療資源の需給調整等を行うコーディネート体制を整備する

ため、災害医療コーディネーター14を中心とした関係機関によるネットワーク体制の連携強化

を推進していく必要があります。

（災害亜急性期（１週間～）以降）

○災害亜急性期以降は、他都道府県が編成した医療チームによる支援が中心になります。

○特定非営利活動法人日本災害医療支援機構（ＪＶＭＡＴ）や、特定非営利活動法人アムダ（Ａ

ＭＤＡ）等のＮＰＯ団体等の支援も受け入れます。

○災害急性期以降においても、各保健医療圏において、参集した医療チーム等を円滑に受入れ、

適切に配置調整するコーディネート体制の整備が必要です。

（オ）応援派遣

（ＤＭＡＴ）

○ＤＭＡＴは、大地震及び航空機・列車事故等の災害発生直後（概ね 48 時間以内）に活動が開

始できる機動性を持った、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣医療チームです。

○医療法の改正により、災害時の医療に加え、感染症発生・まん延時に都道府県知事の求めに応

じて派遣される人材を国が養成・登録する仕組みが法律に位置づけられました。

○本県では、全ての災害拠点病院を静岡ＤＭＡＴ指定病院として指定しており、静岡ＤＭＡＴは、

県庁又は保健所での本部活動、被災地域での活動（病院支援、地域医療搬送、現場活動等）及

び広域医療搬送活動（ＳＣＵ活動、航空機内の医療活動等）に従事します。

○全ての災害拠点病院が、ＤＭＡＴを派遣できる体制を整備充実する必要があります。

（ＤＰＡＴ）

○本県では、2023 年度現在 17 病院を静岡ＤＰＡＴ指定病院として指定しており、被災地域での

活動（ＤＰＡＴ都道府県調整本部等での指揮調整、被災地での精神科医療の提供、精神保健活

動への専門的支援）に従事します。

（応援班）

○応援班は、静岡県医療救護計画に基づき、県内の公的病院等の医療スタッフにより編成し、災

害時に県の要請により、県内外に派遣されます。

○南海トラフ巨大地震等の県内における大規模災害発生時は、原則として、所属病院内の救護活

13 ＤＰＡＴ（Disaster Psychiatric Assistance Team：災害派遣精神医療チーム）：大地震及び航空

機・列車事故等の災害発生直後（先遣隊においては概ね 48 時間以内）に精神科医療の提供と精神保

健活動の支援が開始できる機動性を持った、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精神医療チーム。
14 災害医療コーディネーター：災害時に、都道府県並びに保健所及び市町村が保健医療活動の総合調

整等を適切かつ円滑に行えるよう、保健医療調整本部並びに保健所及び市町村における保健医療活

動の調整等を担う本部において、被災地の保健医療ニーズの把握、保健医療活動チームの派遣調整

等に係る助言及び支援を行うことを目的として、都道府県に任命された者。
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動に専念します。

（医療関係団体による医療チーム）

○医師会によるＪＭＡＴの派遣をはじめ、大学病院、日赤県支部、歯科医師会、病院協会、薬剤

師会、看護協会（災害支援ナース）等医療関係団体の協力の下、医療チームの編成・派遣が実

施されます。

（カ）医薬品等の確保・供給

○医療救護施設の備蓄消費後の医薬品等の調達については、医療救護施設（救護所を除く）は日

常取引のある医薬品卸業者等から、救護所は市町災害対策本部から行う体制となっており、医

薬品等が不足した場合に備えて、県は、県医薬品卸業協会等関係団体と協定を締結し、確保、

供給体制を整えるとともに、委嘱した災害薬事コーディネーターを県（本庁、方面本部）、市町

（災害対策本部等）、薬剤師会（県、地域）に配置し、供給要請等への対応体制をとっています。

○輸血用血液が不足した場合に備えて、血液センター事業所ごとの血液保有状況の把握、調整な

ど、確保、供給体制をとっています。

○人工透析を行うための、大量の水及び専用の医薬品等の確保など、医療的配慮が必要な県民へ

の対応が必要です。

（キ）災害時の健康管理

○災害が沈静化した後も、救護所等での住民等に対する健康管理を中心とした医療が必要となる

ため、医師会や歯科医師会、ＤＰＡＴ等を中心とした医療チームが活動を行います。

○医療チームは、避難所等の被災者に対する保健師等の健康支援活動と連携し、必要に応じ、感

染症のまん延防止、衛生指導、口腔ケア、メンタルヘルスケアを適切に行うことが必要です。

○生活の変化による被災者の持病の悪化や体調不良の増加、エコノミークラス症候群、生活不活

発病、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）15の発生を未然に防止するため、広範囲にわたる

多数の被災者に対して専門的なケアを行う予防対策を実施します。

（ク）原子力災害への対応

○福島第一原子力発電所の事故による原子力災害を踏まえ、資機材の整備等の防災対策の充実や

原子力災害拠点病院の指定等を行い、原子力災害医療体制を確保しています。

○安定ヨウ素剤について、国の原子力災害対策指針に基づき、ＰＡＺ16圏内の住民に対し、事前

配布を実施しています。また、ＵＰＺ17圏内の住民等の分を配備（備蓄）しています。

（ケ）その他

○医療機関では、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」に基づき、救急業務を除き、外来診

療を制限又は中止し、入院患者等の安全措置や発災後の医療救護体制の準備を行うこととして

15 ＰＴＳＤ(心的外傷後ストレス障害)：何か脅威的あるいは、破局的な出来事を経験した後、長く続

く心身の病的反応。
16 ＰＡＺ（Precautionary Action Zone）予防的防護措置を準備する区域：重篤な確定的影響等を回避

するため、緊急事態の区分に応じて、直ちに避難を実施するなど、放射性物質の放出前に予防的防

護措置（避難等）を準備する区域。区域の範囲の目安は、半径概ね５km（御前崎市の全域及び牧之

原市の一部）。
17 ＵＰＺ（Urgent Protective Action Planning Zone）緊急時防護措置を準備する区域：国際基準に

従い、確率的影響を実行可能な限り回避するため、避難、屋内退避、安定ヨウ素剤の服用等を準備

する区域。区域の範囲の目安は、半径概ね 31km（牧之原市、藤枝市、島田市、森町及び磐田市の一

部。菊川市、掛川市、吉田町、袋井市及び焼津市の全域）。
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います。

○災害発生時における医療救護活動がどのように行われるか、県民への周知、啓発を更に充実さ

せる必要があるほか、医療従事者に対するトリアージ等、災害医療知識の普及を一層進めてい

くことも重要です。

○風水害についても医療機関や医師会、薬剤師会、消防等の関係機関との連携の強化、医薬品の

備蓄や防災訓練、住民への啓発、普及に努める必要があります。

○東日本大震災において、慢性疾患患者等への診療に大きな効果を発揮した、お薬手帳の普及に

努めることが必要です。

○令和４年度大規模地震時医療活動訓練において、厚生労働省と連携した医療用コンテナの実証

実験や災害時小児周産期リエゾンとの連携確認を行うなど、関係団体の協力のもと、実効性の

ある医療救護訓練の実施が必要です。

（２）対策

ア 数値目標

イ 施策の方向性

項目 現状値 目標値 目標値の考え方 出典

業務継続計画を策定し

ている災害拠点病院及

び救護病院の割合

65.9％
（56/85 施設）

（2023 年３月）

100％

（2029 年）

被災後、早急に診

療機能を回復でき

るよう、業務継続

計画を整備
業務継続計画（ＢＣＰ）

の策定及び研修等の

実施に関する調査

業務継続計画に基づ

き、被災した状況を想

定した研修及び訓練を

実施している災害拠点

病院及び救護病院の

割合

研
修

41.2%
（35/85 施設）

(2023 年 3 月)

100％

（2029 年）

整備された業務継

続計画に基づき、

被災した状況を想

定した研修及び訓

練を実施
訓
練

41.2%
（35/85 施設）

(2023 年 3 月)

100％

（2029 年）

２次保健医療圏単位等

で災害医療コーディネ

ート機能の確認を行う

訓練実施回数

年１回

（2021 年度）

年２回以上

（毎年度）

全県 一 斉訓練 の

ほか、各２次保健

医療圏単位での訓

練実 施 回数の 合

計値

地域災害医療対策会

議開催状況等調査

静岡ＤＭＡＴ関連研修

の実施回数

年３回

（2022 年度）

年３回

（毎年度）

静岡ＤＭＡＴ隊員

の養 成及 び 技能

維持向上を図る

「静岡ＤＭＡＴ－Ｌ隊員

養成研修」、「静岡Ｄ

ＭＡＴロジスティクス研

修」、「静岡ＤＭＡＴ看

護師研修」の実施回

数

静岡ＤＰＡＴ研修の実施

回数

年１回

（2022 年度）

年１回

（毎年度）

静岡ＤＰＡＴ隊員の

養成 及び 技 能維

持向上を図る

「静岡ＤＰＡＴ研修」の

実施回数
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○「防ぎ得る災害死」を１人でも減らすため、様々な災害に備え、地域の災害医療に関する関係

者の協力のもと、災害時医療救護体制の整備、充実を図ります。

○市町が作成する要配慮者の個別避難計画の策定を促進するとともに、精神疾患を有する患者、

障害のある方、小児、妊婦、透析患者などの関係団体との連携を強化し、災害時の体制構築に

ついて平時より検討を進めます。

○災害の超急性期を脱した後も、福祉関係など各種関係団体等と連携し、住民の健康が確保され

る体制を整備します。

○今後増加が見込まれる局地災害に対しては、保健所を中心に、被災市町や医師会等の地元関係

者と連携した活動が必要であるため、２次保健医療圏単位等の災害医療関係者のネットワーク

の構築を図ります。

（ア）医療救護施設

○病院の機能や地域における役割に応じた医療提供体制を整備するため、地域の実情に応じて、

災害拠点病院や救護病院の指定を積極的に推進します。

○施設の耐震化やライフラインの確保など、救護病院等における施設・設備面での整備を引き続

き推進します。

○浸水想定区域又は津波災害警戒区域に所在する医療施設については、風水害が生じた際の被災

を軽減するため、止水板等の設置による止水対策や自家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置

等による浸水対策を促進します。

○ＤＭＡＴを派遣できる体制を整備充実するため、県内を中心に活動する静岡ＤＭＡＴ－Ｌ隊員

（Ｌは Limited の略）を養成し、局地災害対応の強化を図っていきます。

○透析患者の受入調整は、災害時透析拠点病院が中心的な役割を果たすこととされており、発災

時に円滑に調整が行えるよう、訓練等を通じて、平時から災害時透析拠点病院や関係団体との

連携体制の強化を図ります。

○市町が救護所を迅速に設置し、適切に医療救護活動を実施するため、県は、市町と医師会、歯

科医師会、薬剤師会の協定締結を働きかける等、救護所で活動する医療従事者等の人材確保や、

医薬品等の確保を推進します。

○県は、平常時から、業務継続計画（ＢＣＰ）策定研修等を通じて、病院における実効性の高い

業務継続計画（ＢＣＰ）の整備を働きかけるとともに、市町医療救護体制の整備指導や防災訓

練等を通じ、院内の体制整備及び関係機関との連携体制の強化を図ります。また、医療救護活

動が円滑に行われるように、必要に応じた医療救護計画の見直しを行います。

○県は、災害拠点病院等にＮＢＣ災害に対応するための知識の普及などを進めていきます。

○災害精神医療においては、災害拠点精神科病院を中心として、地域医療連携体制を構築します。

（イ）災害時の情報把握

○「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」や「ふじのくに防災情報共有システム（ＦＵ

ＪＩＳＡＮ）」などの防災情報システムによる、医療救護施設と行政間の迅速な情報伝達や情

報共有、医療救護に係る支援要請等に対する連絡・処理体制を、通信手段の確保とともに充実

させます。

○「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」等は、各機関で複数の入力担当者を確保する

とともに、訓練での使用や必要に応じた研修などの実施により習熟を図り、実効性を高めてい
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きます。

○また、ＭＣＡ無線や日赤無線、アマチュア無線等、他の通信手段についても積極的な活用を図

ります。

（ウ）広域医療搬送

○関係機関が連携して広域医療搬送訓練を実施し、搬送体制の検証と習熟に努めていきます。

○広域医療搬送に使用するヘリポートの確保を進めます。

○全国から参集したドクターヘリの運航管理体制を整備し、県やＳＣＵへの専門人材配置に取り

組みます。

○ＳＣＵへの地域医療搬送を円滑に実施するため、消防との連携体制確保を図ります。

（エ）広域受援

○県外から参集するＤＭＡＴ及びＤＰＡＴを円滑に受入れ、活動を調整するため、県ＤＭＡＴ

調整本部及びＤＰＡＴ調整本部の機能強化を進めます。

○平時から保健医療圏単位等で保健所・市町の行政担当者と地域の医師会や歯科医師会、災害

拠点病院等の医療関係者等によるネットワークを構築します。また、災害時に保健医療福祉

調整本部18を設置し、医療救護施設等の保健医療福祉ニーズを把握・分析した上で保健医療活

動チームを配置調整する体制を整備します。

○ＤＭＡＴ連絡協議会及びＤＰＡＴ連絡協議会における協議を踏まえ、各方面本部へのＤＭＡＴ

等の受入れを推進します。

○ＤＭＡＴの陸路による進出拠点を東西（東名足柄ＳＡ、新東名浜松ＳＡを想定）に設置し、

高速道路インターチェンジから災害拠点病院への緊急輸送ルートを迅速に確保することで、

ＤＭＡＴの陸路受入体制を整備します。

○災害時における医療の確保を図るため、新たに妊婦や乳幼児にかかる医療機関との調整を行

う災害時小児周産期リエゾン19を養成し、小児・周産期医療に特化した調整役として災害医療

コーディネーターをサポートする体制を整備します。また、研修・訓練の実施や連絡会議の

開催により、救護活動をになうＤＭＡＴやＪＭＡＴ、生活不活発病の予防を担うＪＲＡＴ20、

精神科医療を提供するＤＰＡＴ等の医療チーム、ＤＷＡＴ21等の福祉チーム、医療資源需給調

整を行う災害医療コーディネーター、医薬品等や薬剤師の確保・調整を行う災害薬事コーデ

ィネーター等の関係機関との連携体制の強化を推進します。

（オ）応援派遣

18 保健医療調整本部：都道府県災害対策本部の下に設置し、保健医療活動チームの派遣調整、保健医

療活動に関する情報連携、保健医療活動に係る情報の整理及び分析等の保健医療活動の総合調整を

行う。なお、本県では、本機能は健康福祉部が担う。
19 災害時小児周産期リエゾン：災害時に、都道府県が小児・周産期医療に係る保健医療活動の総合調

整を適切かつ円滑に行えるよう、保健医療調整本部において、被災地の保健医療ニーズの把握、保

健医療活動チームの派遣調整等に係る助言及び支援を行う都道府県災害医療コーディネーターをサ

ポートすることを目的として、都道府県により任命された者。
20 ＪＲＡＴ：（Japan Disaster Rehabilitation Assistance Team：日本災害リハビリテーション支援

協会）被災した市町の避難所等で支援活動を行う、医師と理学療法士・作業療法士・言語聴覚士等

のリハビリ専門職で編成する医療チーム。
21 ＤＷＡＴ：（Disaster Welfare Assistance Team：災害派遣福祉チーム）福祉関係団体に所属する福

祉施設等の職員で所定の研修を終了した者の中から１チーム５名程度で編成する福祉専門職チー

ム。被災した市町の指定する避難所や福祉避難所で支援活動を行う。
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○県外大規模災害発生時の本県医療チームの支援調整を円滑に実施するため、ＤＭＡＴ連絡協

議会等を中心に、平時から関係団体との連携体制づくりに取り組みます。

○消防等の関係機関と連携した訓練や研修の実施により、ＤＭＡＴ等の資質向上に努めます。

○急性期以降、状況に応じてＤＭＡＴ等の医療チームから、現地調整本部の指揮下で活動を行

うチームにスムーズに移行できるよう、訓練等を通じ、医療や福祉関係団体との連携体制の

強化を推進します。

（カ）医薬品等の確保・供給

○災害薬事コーディネーターによる地域の医療ニーズを踏まえた医薬品等の確保・供給や薬剤

師の配置体制及び市町、医薬品卸業者等との連携等の強化を進めます。

○医薬品卸業者等による医薬品等の供給体制の強化を図ります。

○災害時の人工透析を円滑に行えるよう、平時から市町や関係団体と協力して、水及び専用の

医薬品等を確保するなど、医療的配慮が必要な県民を支援する体制整備を進めます。

（キ）災害時の健康管理

○被災者に対する感染症のまん延防止、衛生指導、口腔ケア、メンタルヘルスケアを適切に行

うため、ＪＭＡＴや歯科医師（ＪＤＡＴ22など）、保健師、看護師（災害支援ナース）等の連

携体制整備により、災害時の健康管理体制を強化します。

○自主防災組織、民生・児童委員、市町職員等の被災者に接する多くの協力者との協働によ

り、支援体制を充実します。

○慢性疾患患者等に対し、適切な薬歴管理に基づく診療を行うため、お薬手帳の普及を推進し

ます。

（ク）原子力災害への対応

○国の原子力災害対策指針に基づき、原子力災害拠点病院（県立総合病院、浜松医科大学医学

部附属病院）や原子力災害医療協力機関（島田市立総合医療センター、焼津市立総合病院、

藤枝市立総合病院、榛原総合病院、磐田市立総合病院、中東遠総合医療センター、市立御前

崎総合病院、菊川市立総合病院）、高度被ばく医療支援センター、原子力災害医療・総合支援

センター、医師会、消防等の関係機関と連携し、原子力災害医療に必要な資機材・設備の整

備や、医療関係者に対する研修・訓練の実施等、原子力災害医療体制の整備を進めます。

○関係市、医師会、薬剤師会及び看護協会等の関係機関と連携しながら、ＰＡＺ圏内の住民へ

の安定ヨウ素剤の事前配布を継続的に実施します。

（ケ）その他

○医師、看護師等医療従事者へのトリアージ等（広域搬送トリアージを含む。）災害医療知識の

普及を図るため、関係団体との協力の下に災害医療技術の研修を実施します。

○地域住民を対象に、災害時における医療救護体制、応急手当等の知識の普及を図るととも

に、救急医薬品の準備についての啓発を進めます。

○医療コンテナの活用など、災害時の医療提供体制を維持するための取組について、国等の動

向を注視し、導入に向けた検討を進めます。

22 ＪＤＡＴ：(（Japan Dental Alliance Team：日本災害歯科支援チーム）)災害発生時の緊急災害歯

科医療や、避難所等における口腔衛生を中心とした公衆衛生活動を通じて被災者の健康を守り、地

域歯科医療の復旧支援を行うチーム。
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○災害時における医療のロジックモデル

<個別施策＞ <中間アウトカム＞ <分野アウトカム＞

１：医療救護施設の充実

現状
データ

災害拠点病院指定数

１：「防ぎ得る災害死」を１人
でも減らすための災害時医療
救護体制の整備、充実

数値
目標 －

数値
目標

業務継続計画に基づき、被災した
状況を想定した研修及び訓練を
実施している災害拠点病院及び
救護病院の割合

現状
データ

病院機能を維持するために必要
な全ての建物が耐震化された災
害拠点病院の割合

数値
目標

２次保健医療圏単位等で災害医
療コーディネート機能の確認を行う
訓練実施回数

数値
目標

静岡ＤＭＡＴ関連研修の実施回数

２：災害時の情報把握の強化

現状
データ

ＥＭＩＳに登録された医療機関数

４：原子力災害対応の整備

現状
データ

原子力災害拠点病院指定数

現状
データ

原子力災害医療協力機関登録
数

現状
データ

病院の敷地内で患者が利用する
全ての建物が耐震化された救護
病院の割合

現状
データ

通常時の６割程度の発電容量の
ある自家発電機等を保有し、３日
分程度の燃料を確保済の災害拠
点病院の割合

現状
データ

衛星電話を設置している災害拠
点病院及び救護病院の割合

３：原子力災害対応の整備

現状
データ

原子力災害を想定した訓練の実
施回数

現状
データ

救護病院指定数

数値
目標

静岡ＤＰＡＴ研修の実施回数

現状
データ

多様な機関が参加する医療救護
訓練の実施回数

３：広域医療搬送や広域受援、
医薬品等の確保供給体制等
の整備

現状
データ

災害医療コーディネーター任命者
数

現状
データ

静岡ＤＭＡＴ隊員登録者数

現状
データ

ＤＰＡＴ登録者数

現状
データ

災害時小児周産期リエゾン任命
者数

現状
データ

災害拠点病院のＥＭＩＳ入力訓練
参加率

※災害医療は、国指針でアウト
カム指標が示されていないため、
数値目標を設定しない

２：災害時に医療救護活動を行
う人材の育成、コーディネート
体制の整備

１：災害時において必要な医療
が確保される体制の整備 

数値
目標

 業務継続計画を策定している災
害拠点病院及び救護病院の割合

現状
データ

災害拠点精神科病院指定数
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医　療　救　護

医薬品等供給 健康管理医療救護施設

広域医 療搬 送 広域受援 応援派遣

【救護所】 【救護 病 院 】 【 災害拠 点病院 】
【災害拠 点精神

科病 院 】

ポ
イ
ン
ト

○軽症患者

の受入れ

○中等症・重

症患者の受
入れ
○重症患者
の災害拠点
病院への搬

送及び広域
医療搬送へ
の対応
○業務継続
計画等に基

づく診療機能
の早期回復

○重症患者の受

入れ
○ＤＭＡＴ等医療チ
ーム受入れ
○広域医療搬送
への対応

○ＤＭＡＴ派遣

○業務継続計画に

基づく診療機能の
早期回復

○精神疾患患者

の受入れ
○広域搬送のた
めの一時的避難
所
○ＤPＡＴ受入れ

○ＤPＡＴ派遣

○業務継続計画

に基づく診療機
能の早期回復

○県内で対応で

きない重症患者
の航空機による
広域医療搬送
○ＳＣＵへの重
症患者受入れ、

安定化措置、広
域医療搬送　

○ＳＣＵ、災害拠

点病院等へのＤ
ＭＡＴ受入れ
○救護所、避難
所等への日赤、
ＪＭＡＴ、各都道

府県等医療チー
ム等の受入れ　

○県内局地災害発

生時のＤＭＡＴ、
DPAT派遣
○県外大規模災害
発生時のＤＭＡＴ、
DPAT等医療チー

ムの派遣

○不足した医
薬品等の供給

○感染症の

まん延防止、
衛生指導、
口腔ケア、メ
ンタルヘルス
ケアを適切

に実施　

機
能
の
説
明

・災害発生時
、または警戒
宣言時に開

設
・軽症患者に
対する処置、
必要に応じ
中等症患者

及び重症患
者の応急処
置
・救護病院や
災害拠点病

院との連携　

・中等症、重
症患者の処
置及び受入

れ
・救護所や災
害拠点病院
との連携
・広域医療搬

送への対応

・業務継続計
画等に基づ
き、被災後、
早期に診療
機能を回復　

・他の医療救護施
設で処置の困難な
重症患者の広域

的な受入れ
・ＤＭＡＴ等の受入
れ及び派遣
・救護所や救護病
院との連携

・広域医療搬送へ
の対応

・業務継続計画に
基づき、被災後、
早期に診療機能を
回復

・被災した精神科
病院等の精神疾
患を有する患者

の受入れ
・広域搬送のた
めの 一時的避難
所
・ＤPＡＴの受入れ

及び派遣

・業務継続計画
に基づき、被災
後、早期に診療
機能を回復

・ＳＣＵで活動す
るＤＭＡＴ の受入
れ

・ドクターヘリ等
による災害拠点
病院等からの重
症患者受入れ
・ＳＣＵ での安定

化措置後、自衛
隊機等により重
症患者を広域医
療搬送

・他都道府県や
全国組織への支
援要請に基づく

医療チーム等の
派遣受入れ
・災害医療コーデ
ィネーターによる
医療圏単位の医

療資源需給調整
（保健所長業務
の補完）
・災害薬事コーデ
ィネーターによる

救護所等への薬
剤師の応援の調
整　

【ＤＭＡＴ／DPAT　　
　指定病院】
被災地に迅速に駆

けつけ、救急治療
や精神科医療を行
うための専門的な
訓練を受けた医療
チーム（ＤＭＡＴ／

DPAT ）を保有する
病院　
【応援班設置病院】
県外大規模災害発
生時に医療救護チ

ームを編成するた
めの応援班を設置
する病院

・災害拠点病
院等の備蓄が
消費された後
の医薬品等の
供給

・災害薬事
コーディネー
ターによる調
整

・市町及び関
係団体との連
携

・感染症のま
ん延防止、
衛生指導、

口腔ケア、メ
ンタルヘルス
ケアを実施
・携行式の応
急用医療資

器材、応急
用医薬品の
準備
・医療チーム
や薬剤師等

との連携
　

（３）「災害時における医療体制」に求められる医療機能

（４）災害時の医療体制図

航空搬送拠点

（東部・中部・西部）

県外
（被災地外）

災害拠点病院等

救護所

救護病院

災害拠点病院

（新）東名高速道路

救護所 救護所

救護病院

新東名

浜松ＳＡ

東名

足柄ＳＡ

　
　

　
重

症
　

　
←

　
　

　
中

等
症

　
←

　
軽

症
広域受 援

広
域
受
援

広
域
受
援

応援派 遣

応援派 遣

県の役割

市町の役割

地域住民の役割

応援班

応援班

被災現場

（患者搬送）

(ＤＭＡＴ等派遣）

健康管理

感染 症 のまん 延防 止 、

衛生 面 のケア、 口腔 ケア、

メン タル ヘル スケアを適切 に実 施

避難 所 、在 宅要 援 護者 等

医療救護

医療 機 関名 は

ﾎｰﾑペ ージ参 照

災害拠点精神科病院

災害 発 生時 には 、県 庁 （ＤＰ ＡＴ 調整

本部 ）との 連 携の もと、 精神 科 医療

の必 要 な患者 の 受入 れ 、治 療及 び

搬出 調 整を 行 う
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（５）関連図表

○指標による現状把握

指 標 実 績

指標の項目 時点・期間 静岡県 出典元

災害拠点病院指定数 2023.4 23 施設
災害拠点病院現況調

査

救護病院指定数

（災害拠点病院との重複含む）
2023.4 83 施設

市町医療救護体制に

関する調査

病院機能を維持するために必要な全ての建物が

耐震化された災害拠点病院の割合
2023.4

23/23 施設

（100%）

災害拠点病院現況調

査

通常時の６割程度の発電容量のある自家発電機

等を保有し、３日分程度の燃料を確保済の災害拠

点病院の割合

2023.4
19/23 施設

（82.6%）

厚生労働省「災害拠

点病院の現況調査」

衛星電話を設置している災害拠点病院及び救護

病院の割合
2023.4

68/85 施設

（80.0%）

市町医療救護

体制調査

病院の敷地内で患者が利用する全ての建物が耐

震化された救護病院の割合
2023.4

79/83 施設

（91.8%）

病院の耐震改修

状況調査

ＥＭＩＳに登録された医療機関数

（病院及び有床診療所）
2023.9 313 施設 県登録

災害拠点病院のＥＭＩＳ入力訓練参加率 2023.8
23/23 施設

（100%）
県実施

多様な機関が参加する医療救護訓練の実施回数 2023 2 回 県実施

災害医療コーディネーター任命者数 2023.9 53 人 県委嘱

静岡ＤＭＡＴ隊員登録者数 2023.4 321 人 県実施

災害拠点精神科病院指定数 2023.4 ４施設 県指定

ＤＰＡＴ登録者数 2023.4 118 人 県実施

災害時小児周産期リエゾン任命者数 2023.9 33 人
周産期医療・小児医療

に再掲

原子力災害拠点病院指定数 2023.4 ２施設 県指定

原子力災害医療協力機関登録数 2023.4 ８施設 県登録

原子力災害を想定した訓練の実施回数 2023 ０回 県実施
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○静岡県第４次地震被害想定（2013 年６月公表）

※死者及び傷病者数は最大被害想定

※「静岡県地震・津波対策アクションプログラム 2013」の推進等により、2022 年度末の試算で

は、約８割の減災効果を達成（死者数：約 105,000 人 → 約 22,000 人）

○圏域別医療救護施設指定状況等（2023 年４月時点） （単位：箇所、施設、チーム）

区分 内容
死者及び傷病者数

（被災想定策定時）

レベル１

東海地震のように、発生頻度が比較

的高く、発生すれば大きな被害をも

たらす地震・津波

・死 者 数 約 16,000 人

・重傷者数 約 20,000 人

・軽症者数 約 51,000 人

＜予知なし・冬・深夜ケース＞

レベル２

南海トラフ巨大地震のように、発生

頻度は極めて低いが、発生すれば甚

大な被害をもたらす、最大クラスの

地震・津波

・死 者 数 約 105,000 人

・重傷者数 約 24,000 人

・軽症者数 約 50,000 人

＜陸側（予知なし・冬・深夜）ケース＞

２次保健

医療圏

救護所

(市町指定)

救護病院

(市町指定)

災害拠点病院

(県指定)

災害拠点

精神科病院

(県指定)

航空

搬送拠点

医療救護チーム

ＤＭＡＴ ＤＰＡＴ

賀茂 13 5 0 0

愛鷹

広域公園

0 0

熱海伊東 15 3 2 0 2 0

駿東田方 64 24 4 1 9 3

富士 25 11 2 0 5 1

静岡 61 10 5 1
静岡空港

15 5

志太榛原 31 7 3 0 6 0

中東遠 30 6 2 0 航空自衛隊

浜松基地

4 3

西部 76 17 5 2 15 5

全県 315 83 23 4 3 56 17
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○広域医療搬送体制図

○広域受援体制図

航空搬送拠点（東部・中部・西部）

県外（被災地外）基地・空港　⇒　災害拠点病院

自衛隊機（固定翼機・大型ヘリコプター）等

（患者搬送）

(ＤＭＡＴ派遣）

救護所 災害拠点病院

車両

新東名

浜松ＳＡ

東名

足柄ＳＡ
（新）東名高速道路

車両

患者県内搬送用ヘリコプター

（ドクターヘリ・自衛隊・消防ヘリ等）

救護病院

厚生労働省

DM AT 事務局

連
携

静岡県災害対策本部

DMAT調整本部

災害拠点
病院

航空搬送
拠点

保健所
（方面本部健康福祉班）

DMAT調整本 部

日赤県支部

徐々に

機能縮小

県医師会等

浜松医大

静岡県災害対策本部 静岡県災害対策本部

済生会等

全国組織

二次医 療圏単 位

災害拠点
病院

市町 薬剤
師会

郡市
医師会

救護
病院

市町郡市
医師会

市町

救護所

救護所

連
携

連
携

連
携

連
携

連
携

連
携

連
携

各都道 府県（ＤＭＡＴ）、日 本赤十 字社、 日
本医師 会、国 立病院 機構、日本 病院会 、全

日本病 院協会 、日本 歯科医 師会、日本 薬
剤師会 、日本 看護協 会等要請

要
請

調
整

救護所

各都道 府県、 日本赤 十字社 、日 本医師 会、

国立病 院機構 、日本 病院会 、全 日本病 院
協会、 日本歯 科医師 会、 日本薬 剤師会 、日
本看護 協会等

調
整

ＤＭＡＴ等

【 主要な医療支援チーム 】

ＤＭＡＴ、日赤救護班、ＪＭＡＴ等 各都道府県医療救護チーム

日赤県支部

徐々に
体制縮小

連携

地域
医療機関

連
携

連
携

日赤県支部

県医師会等

浜松医大

済生会等

全国組織

看護
協会

歯科
医師会

薬剤
師会

看護
協会

歯科
医師会

連
携

連
携

連
携

県医師会等

保健所

（方面本部健康福祉班）

連
携

救護病院

フェーズ Ⅰ
【 超急性期 （～48時間） 】

フェーズⅡ
【 急性期  （３日～１週間）  】

フェーズⅢ
【 亜急性期以降～中長期 】

平時の「地域災害医療対策会議」で構築したネットワーク

災害医療

コーディネーター

連
携

連携

指令部 指令部 指令部

方面本 部
指令班

方面本 部
指令班

方面本部
指令班

消防
本部

災害薬事
コーデ ィネー ター

災害時

小児周 産期

リエゾン

連
携

DHEAT

連
携

ＤＨＥＡＴ

県医療救護班

保健医療調整本部
（健康福祉部）

連携

県医療救護班

連携

県医療救護班

保健医療調整本部
（健康福祉部）

連
携

ＤＨＥＡＴ ＤＨＥＡＴ

DHEAT

連
携

保健医療調整本部
（健康福祉部）
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１　平時における 役割

　　・二次医療圏単位等で設置する地域災害医療対策会議の　

　　   統括として、災害医療関係者のネットワークを構築
２　参集

　　・発災後、４８時間以内を目安に、保健所等活動場所に参集
       （業務調整員の同行を推奨）

３　状況把握（サーベイ ランス）

　　・保健所、市町が入手済みの医療救護施設活動情報や道路
      被害状況を把握

　　・県外医療チーム配置情報を県医療救護班から入手
　　・災害薬事コーディネーターからの情報入手

４　状況分析（アセスメント）

　　・未入手情報の整理、必要に応じ行政以外からの情報入手

　　・支援の必要な地域、優先順位の分析

５　医療資源需給調整（コーディネー ト）

　　・地域内の医療機関の状況を把握、分析し、医療チームの

      配置調整、集約化や支援を実施
　　・必要に応じ、県医療救護班に対し医療チームの派遣要請　　

　　　（災害拠点病院は原則として県が直接派遣調整）
　　・参集した医療チームへの活動指示、情報共有

　　・災害薬事コーディネーターと連携し医薬品等の供給を確保
　　・小児等の支援にかかる災害時小児周産期リエゾンとの連携

　　・健康危機管理の調整にかかるＤＨＥＡＴとの連携

要請　　　回答

静 岡 県 災 害 対 策 本 部 フェーズⅡ【災害急性期 （３日～１週間）  】中心に活動

方　面　本　部

提言・要請

実施指示

活動場所：原則とし て保健所（困難な場合は所属病院等）

災害医療コーディネーターの活動概要

土木班

（道路）

指令班

健康福祉班

［保健所長］
（実施責任者）

物資班

指令部 日赤

医師会

◎平時に構築したネットワークを活用し、災害時（3日～1週間）の医療資源需給調整に関する保健所長業務を補完

報告・要請
地域の状況把握

病院間の配置調整等

平時の 地域災 害医 療対策 会議で構 築 したネットワー ク

医薬品等の

供給確保

県と直接連 携

災害薬事

ｺー ﾃ ｨ゙ﾈ ﾀーｰ

二次医療圏単位

災害拠点
病院

医 師 会

医療関
係団体

市　町

救護所

救護病院

日赤・ＪＭＡＴ等

災害医療

コーディネーター
（災害拠点病院、医師会の医師等）

災害時、保健所とｺｰﾃ ｨ゙ﾈｰﾀｰは
一体的に本部活動

保健医療

活動チーム

消防本部

保健医療

活動チーム

小児等の
支援調整

DHEAT

DHEAT

医療救護班

保健医療調整本部

（健康福祉部）

災害時

小児周産期
リエゾン

日赤・ＪＭＡＴ等

○災害時における災害医療コーディネーターの役割
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